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介護保険サービスに係る医療費控除について 

 

 

標記の取扱いについては、『「介護保険制度下での介護サービスの対価に係る医

療費控除の取扱いに係る留意点について」の一部改正について』（平成１７年１

２月１９日付振興課長通知）及び『「介護保険制度下での指定介護老人福祉施設

の施設サービス及び居宅サービスの対価に係る医療費控除の取扱いについて」

の一部改正について』（平成１７年１２月１９日付事務連絡）でお示ししたとこ

ろでありますが、問い合わせが多数寄せられていることから別添の Q＆Aを作成

いたしました。ご参照ください。 
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別 添 

 

問 介護保険サービスに係る医療費控除については『「介護保険制度下での介護

サービスの対価に係る医療費控除の取扱いに係る留意点について」の一部改

正について』（平成１７年１２月１９日付振興課長通知）及び『「介護保険制

度下での指定介護老人福祉施設の施設サービス及び居宅サービスの対価に係

る医療費控除の取扱いについて」の一部改正について』（平成１７年１２月１

９日付事務連絡）で示されているところであるが、療養型医療施設、短期入

所生活介護等の取扱いについて明記されていないのでそれぞれの取扱いにつ

いてご教示いただきたい。 

 

 

答 介護保険サービスに係る医療控除については下記のとおりの取扱いとなり

ます。 

 

  

介護報酬 

１割負担 居住費（※３） 食費（※３） 

介護療養型医療施設（※１） ○ ○ ○ 

短期入所生活介護（※２） ○ × × 

短期入所療養介護（※１） ○ ○ ○ 

通所介護（※２） ○ － × 

通所リハビリテーション（※１） ○ － ○ 

介護老人福祉施設（参考） ○（１／２） ○（１／２） ○（１／２）

介護老人保健施設（参考） ○ ○ ○ 

 

※１ 医療系サービスについては、その病状に応じて一般的に支出される水準を著しく超えない

部分の金額について、従来のとおり医療費控除の対象とする。 

※２ 介護保険の対象となるものに係る自己負担額について、医療系居宅サービスと併せて利用

する短期入所生活介護と通所介護に限り、従来のとおり医療費控除の対象とする。 

※３ 全ての介護保険サービスについては、特別な居住費・食費について、従来のとおり医療費

控除の対象としない。 
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